
NO 35
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 384 231 60.2% 平成３０年度 1,621 845 52.1%

令和元年度 324 192 59.3% 令和元年度 1,329 780 58.7%

令和２年度 240 － － 令和２年度 845 － －

 ３ 政策名 （22）高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ⑤在宅生活を支えるサービスの充実

指標２
助成金額（単位：千円）

本⼈からの申請に基づき要件を審査し、該当する者は１か⽉の介護保険サービス利⽤者負担額が15,000円を超え、
24,600円以下の部分についての利⽤者負担額の１/２を助成します。（助成上限は4,800円）
事業の対象者は次のすべての要件を満たす者です。
・本⼈及び世帯全員が住⺠税⾮課税であって、本⼈の合計所得⾦額及び課税年⾦収⼊額の合計が80万円を超える
こと
・世帯の預貯⾦や国債・株式などの総額が500万円以下であること
・住居以外に不動産等の資産を持っていないこと
・住⺠税が課税されている親族等に扶養されていないこと
・介護保険料を滞納していないこと

指標１
助成件数（単位：件）  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

対象者や申請要件がほぼ同様である「ホームヘルプサービス等利⽤者負担助成」事業と統合することで、申請者が利⽤しやす
い制度に⾒直すため、「統合」評価とします。

港区介護保険サービス利⽤者負担額助成事業実施要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

877 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

本制度の助成の条件は、１か⽉の利⽤者負担額が１万5000円を超え２万4600円以下の部分に限定されているため、実
際に「利⽤者負担額助成」を申請されている⼈の半数程度しか助成⾦支給に⾄りません。
しかし、住⺠税⾮課税で本⼈の合計所得⾦額及び課税年⾦収⼊額の合計が80万円を超える⼈にとっては、必要なサービス
です。
そのため、今後は、「ホームヘルプサービス等利⽤者負担⾦助成」に統合し、ホームヘルプサービス等利⽤者負担助成の申請に
おいて、現⾏制度の条件にも該当する申請者には、どちらの助成も利⽤することができるよう制度を再構築します。これにより、
申請が一本化され、申請⼿続きの簡略化と本制度の利⽤率向上を図り、区⺠サービスの向上に繋げます。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 1,651 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,360 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

平成13年10⽉1⽇から事業開始。
平成19年度をピークに助成件数、⾦額とも年々減少しています。
　年度　H19　 H20　 H21　 H22　 H23　 H24　 H25　 H26 　H27　 H28　 H29　 H30　 H31
　⼈数　790 　 581 　533　  438 　416 　 335 　319 　 409 　388　  366 　300 　 231　 192

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 877 － －

52.9%

令和元年度 1,360 0 0 1,360 810 59.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

住⺠税⾮課税世帯の介護保険サービス利⽤者に対し、利⽤者負担額の軽減を図ることを⽬的とします。１か⽉の利
⽤者負担額が１万5000円を超え、２万4600円以下の部分についての利⽤者負担額の１/２を助成します。（助
成上限は4,800円）

平成３０年度 1,651 0 0 1,651

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

874

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 保健福祉支援部　介護保険課

 １ 事業名 介護保険サービス利⽤者負担額助成  １０ 事業費の状況


